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平成２２年３月２日 

中央三井アセット信託銀行株式会社 

年金コンサルティング部 
 

◆ D C 法 令 解 釈 通 知 の 改 正 に つ い て◆       

 

平成２２年２月２６日付で、「確定拠出年金制度について（平成１３年８月２

１日年発第２１３号）」の一部改正に係る通知が発出されています。 

昨年 12 月のパブリックコメント募集時のものと同内容であり、主な変更は

以下のとおりです。 

 

［変更内容］ 

   （１）デフォルトファンドの設定に関する取扱いの明確化 

¾ デフォルトファンドを設定する場合には、所定の内容を規約に記載

すること。元本確保型以外をデフォルトファンドに設定する場合は

以下の点も規約に記載する。 

z 当該運用方法に係る具体的金融商品の仕組みや特徴について

十分説明すること。 

z 当該説明に関する書類を交付又は当該説明に関する電磁的方

法による情報提供を実施すること。 

 

   （２）個人情報の取扱いの明確化 

¾ 事業主又は運営管理機関が加入者等の個人情報を保管し使用する

場合には、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合を除

き、業務の遂行に必要な範囲内で行わなければならないこととされ

ており、当該「その他正当な事由がある場合」につき以下のとおり

具体的な事例が示された。 

                             （以下、次頁） 

 

  

                 年金情報  

中央三井アセットの 

厚生年金基金

確定給付企業年金

確定拠出年金

適格退職年金

公的年金

その他
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z 事業主が退職による資格喪失者に対して手続きの説明を行う

ため、脱退一時金支給要件の判定に必要な範囲内において個人

別管理資産額に関する情報を活用する場合 

z 事業主が資格喪失後一定期間経過後も個人別管理資産額移換

申出を行っていない者に、当該申出を促すため、氏名や住所等

情報を活用する場合 

z 運営管理機関に対し、法令の規定に基づき、裁判所、税務署等

から個人情報提出命令があった場合 

z 運営管理機関が、事業主からの依頼に基づき上記資格喪失者に

対する業務を実施するための加入者等の情報提供をする場合 

 

（３）事業主の資格喪失者に対する資産の移換に関する説明義務の明確化 

¾ 事業主の資格喪失者に対する資産移換に関する説明の具体的内容

が以下のとおり示された。 

z 他の企業型年金又は国民年金基金連合会へ個人別管理資産を移

換する旨の申出は、資格喪失日の属する月の翌月から起算して

6 月以内に行うこと。 

z 当該申出を行わない場合、個人別管理資産は国民年金基金連合

会へ自動移換され、本人による移換申出がなされるまで運用さ

れずに管理手数料が徴収されること。 

¾ また、事業主は資格喪失後一定期間を経過した後においても移換申

出を実施していない資格喪失者に対し、当該申出を速やかに行うよ

う促すべく努めることとされた。 

 

なお、上記変更内容（１）の規約の記載については、弊社運営管理機関先に

おいては対応済みです。 

                                         以上 
 

 


